（様式２）

事業計画書
＜申請事業者の概要＞
	（フリガナ）
事業者名（商号または屋号）
	

	
	


	法人番号（13桁）※１
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	自社ホームページのＵＲＬ
（ホームページが無い場合は「なし」と記載）
	

	（フリガナ）
代表者氏名
	
	役職
	

	
	
	
	

	所在地
※4広島市以外は対象外
	（〒　　　　－　　　　 ）
広島市

	事業者電話番号
	
	携帯電話番号
	


	主たる業種
	【業種】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※業種を記載してください

	
	【以下のいずれか一つを選択してください】
①（　　　）製造業、建設業、運輸業その他の業種（②～⑦を除く）
②（　　　）卸売業　　　　　　　　　　　　⑤（　　　）宿泊業
③（　　　）サービス業（⑤～⑦を除く）　　⑥（　　　）娯楽業
④（　　　）小売業　　　　　　　　　　　　⑦（　　　）飲食業


	常時使用する従業員数※2
	人
	□　＊小規模事業者の場合はチェックしてください。

	パートナーシップ構築宣言に登録している
	· はい　　□いいえ

	資本金額
（法人以外は記載不要）
	　　　　円
	設立年月日
（西暦）※3
	年　 　月　 　日

	[bookmark: _Hlk94877194]連絡担当者
※4
	（フリガナ）
担当者氏名
	
	役職
	

	
	
	
	
	

	
	住所 

	（〒　　　　－　　　　　）


	
	電話番号
	
	携帯電話番号
	

	
	FAX番号
	
	E-mailアドレス
	


※１　個人事業者は「なし」と明記してください。マイナンバー（個人番号（12桁））は記載しないでください。

※２　本事業での常時使用する従業員は、労働基準法第２０条に基づく「解雇の予告を必要する者」とします。雇用形態等をもとに申請時の常時使用する従業員（正社員、パート・アルバイト、契約社員など）の数で判断ください。
また、以下の方は「常時使用する従業員数」に含めないものとします。
①会社役員（従業員との兼務役員は「常時使用する従業員」に含まれます。）
②個人事業主本人及び同居の親族従業員
③日々雇い入れられる者
④２か月以内の期間を定めて雇用される者
⑤季節的業務に４か月以内の期間の定めて雇用される者
⑥試用期間中の者

※３　「設立年月日」は、創業後に組織変更（個人事業者から株式会社化、有限会社から株式会社化）された場合は、現在の組織体の設立年月日（個人事業者から株式会社化した場合は、株式会社としての設立年月日）を記載してください。＊個人事業者で設立した「日」が不明の場合は、空欄のままで構いません（年月までは必ず記載してください）。

※４　事務局からの書類の送付や必要書類の提出依頼等の電話・メール連絡は、全て「連絡担当者」宛てに行います。「所在地」と「連絡担当者住所」が同一の場合は、連絡担当者住所は「同上」と記載してください。


















＜計画の内容１．～６．＞は、合計最大５枚までとします。
＜計画の内容（賃上げ環境の整備に向けた取組）＞
	１．本計画で取り組む事業名【必須】（30文字以内で記入）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	




	２．自社の事業概要
自社の商品やサービス等について、強みなどを含めて具体的にご記載ください。

　














　

３　経営状況
直近の売上・利益の状況や経営課題（物価高騰の影響に伴う価格転嫁への対応等）などを含めて具体的にご記載ください。

　



















	４．本計画で取り組む事業内容
    自社の経営課題を踏まえ、本計画で取り組む事業の必要性や実施内容のスケジュール、事業実施後に見据える将来的な展望を含めて具体的にご記載ください。


　








　




























【実施予定期間※】
　支給決定日　～　令和　　年　　月　　日

※　支給決定日から２０２７年１月３１日までの期間内のうち、上記の「４．本計画で取り組む事業内容」に掲げた事業の実施終了予定日をご記載ください。
対象期間外の記載又は未記載は書類不備として審査対象外となりますので必ずご記載ください。


	５．本計画で取り組む事業が今後の経営上にもたらす効果
本計画で取り組む事業によって、見込まれる今後３年間の収益計画とその具体的な根拠をご記載ください。
	
	直近決算
	2026年度
	2027年度
	2028年度

	売上高
	千円
	千円
	千円
	千円

	 原　価
	千円
	千円
	千円
	千円

	

	そのうち 
労務費※1
	
千円
	
千円
	
千円
	
千円

	
	経　費　
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	そのうち
役員報酬※2
人件費
	  
 千円
千円
	
千円
千円
	
千円
千円
	
千円
千円

	 営業利益
	千円
	千円
	千円
	千円


※1 原価に労務費が含まれる場合のみご記載ください。　※2 役員報酬は法人の場合のみご記載ください。

利益向上の根拠
本計画で取り組む事業が自社の利益向上にどのように繋がるか、生産性の向上による省力化や生産・提供数量の増加、付加価値の向上による自社事業の高収益化、新規顧客の増加などの期待される効果を含めて、可能な限り数値や金額を使って具体的にご記載ください。
















６．賃上げ等の取組計画（常時使用する従業員を雇用していない事業者も記載が必要です。）
　　実施予定時期や賃上げ等を行う人数・金額または賃上げ率、本計画で取り組む事業を実施することによって賃上げ等の財源をどの程度確保できるかなど具体的にご記載ください。









　　



